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「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」

等に対するパブリックコメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方 

 

凡 例 
 

本「コメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方」においては、以下の略称を用いています。 

 

正 式 名 称 略 称 

金融商品取引法 金商法 

企業内容等の開示に関する内閣府令 開示府令 

企業内容等の開示に関する留意事項について 開示ガイドライン 

株式、ストック・オプション 株式等 

新規株式公開 IPO 

 

 

No. コメントの概要 金融庁の考え方 

 ●開示府令  

 ▼第９条第９号 

1 本改正では、株式等を付与された者が使用人

（退任・退職者を含む。）である場合には、使用人

に付与された株式等の全体数の開示を求めつ

つ、氏名・住所の記載を不要とするとされている

が、使用人とそれ以外の一般の個人株主で取扱

いを変えた理由は何か。 

本改正は、「新しい資本主義のグランドデザイ

ン及び実行計画 2023改訂版」（2023年６月16日

閣議決定）において、IPO時に提出される有価証

券届出書においてストック・オプションの保有者

の氏名・住所等が記載されるところ、このような

個人情報の取扱いの見直しを行う旨が提言され

たことを踏まえたものです。 

平成元年の企業内容開示省令の改正により、

IPO時に提出される有価証券届出書において

は、過去の事件を踏まえ、上場前の不明朗な取

引を牽制する観点から、上場前２年間に発行さ

れた株式等の全取得者の氏名や住所等の開示

が求められていました。これを、本改正では、株

式等を付与された者が使用人（退任・退職者を

含む。以下同じ）である場合には、使用人に対

し、その労働の対価として株式等を付与する場

合には、付与対象者や付与の目的が明確であ

ることから基本的には不明朗な取引ではないと

考えられることや、プライバシー保護の観点を踏

まえ、使用人に付与された株式等の全体数の開

示は求めつつ、氏名・住所の記載を不要として

います。 

2 本改正に賛成する。 

目論見書に記載される株数は、従業員の入社

貴重なご意見として承ります。 
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No. コメントの概要 金融庁の考え方 

時期、上場までの増資状況や付与授権枠の変

化、従業員の入社前の報酬水準、従業員数の増

減等多くの要因に左右された結果であり、完全

にフェアなものではなく、当該従業員の個人情報

が公開されることにより組織内に不要な争いを

招いている。例えば、上場時の発行株式数の

１％を超えない割合で発行会社株式を保有す

る、発行会社の従業員の個人情報については、

発行会社の株主から見ても重要性は大きくない

と考えられる。このような観点から、本改正は、

組織が直面する争いを避ける規制緩和として、

有用であると考えられる。 

3 大量保有報告書を提出する義務があるような

個人や、大株主に該当するような個人は、氏名

及び市区町村までの住所を開示すべきである。 

ご指摘の通り、本改正では、会社の役員又は

使用人であっても、大量保有報告書提出義務が

ある場合又は所有株式数上位10名に含まれる

場合には、IPO時に提出される有価証券届出書

において、引き続き、氏名と（市区町村までの）

住所の開示を求めています。 

4 本改正案では、発行会社の役員と使用人につ

いて、その地位のみをもって個人情報に関する

開示を分けることとしているが、発行会社の経営

上、質的に重要な職位にいる使用人を「重要な

使用人」として位置づけ、当該「重要な使用人」に

ついて、役員と同様に開示させることを要望す

る。 

そして、「重要な使用人」には、IPO時に提出さ

れる有価証券届出書内で株式・ストックオプショ

ン以外の箇所で名前の記載がある使用人や、発

行会社が自社ホームページにおいて「経営陣」な

どと、経営上重要性が高い人員として名前を記

載している者が含まれるとして、役員と同様に、

氏名を開示させることが適当ではないかと考え

る。 

「重要な使用人」かどうかという基準の設定が

困難である場合には、現状の改正案では所有株

式数上位10名の個人株主について氏名及び住

所の開示を求めているところ、開示の対象を所

有株式数上位30名までに拡大することを要望す

る。 

貴重なご意見として承ります。 

なお、ご指摘の「重要な使用人」を「役員」と同

様に位置づけることについては、各企業の事業

内容は様々である中で「重要」性について明確

な基準を設けることが可能かどうかや、個人の

プライバシー保護、各企業における負担といった

観点を踏まえ、慎重に検討する必要があると考

えられます。また、所有株式数上位10名の個人

株主を上位30名まで拡大することについても、

有価証券報告書における「大株主の状況」の項

目では、所有株式数上位10名の氏名・（市区町

村までの）住所の記載が求められていることを

踏まえ、慎重に検討する必要があると考えられ

ます。 

 

5 本改正後も、引き続き氏名・住所の記載が求

められる大量保有報告義務者について、会社が

IPOを行う場合には、当該義務の有無について、

大量保有報告義務について、金商法27条の

23第１項では「株券・・・で金融商品取引所に上

場されているもの」と規定されていることを踏ま
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上場日時点（募集・売出し実施後）の株式数で判

定がなされると考えられる。そのため、IPOに係

る有価証券届出書の提出時点（上場承認日）で

は、募集・売出しの予定を考慮して大量保有報

告義務が生じる「予定」かどうかを判定すること

になるが、本改正案のうち、開示府令第２号様式

記載上の注意（24）cについて、大量保有報告義

務が生じる予定の者である旨を明記してはどう

か。 

えると、IPOに係る株券の場合は、上場日時点

で、当該義務の有無を判定することが必要にな

ります。そのため、IPOに係る有価証券届出書の

提出時点（上場承認日）では、予定される募集株

式数・売出株式数を踏まえ、上場日時点で大量

保有報告義務が生じる予定かどうかを判定する

こととなります。 

以上の観点を踏まえ、上場日時点で大量保有

報告義務が生じる予定かどうかを判定する必要

があることが明確となるよう、開示府令第二号の

四様式記載上の注意（24）cの文言を修正しまし

た。 

6 IPOに係る有価証券届出書の提出日時点では

大量保有報告義務が生じる「予定」はないと判定

された者について、その後の募集・売出株式数

の変更（例えば、仮条件決定時の株式数の減少

や、公開価格決定時の売出株式数の変更が考

えられる。）により、当該義務が生じる「予定」が

あるという判定に変わる可能性もあると考えられ

る。このような判定の変更が生じた場合であって

も、当初届出書提出日時点の募集・売出株式数

を考慮して、当初届出書において当該義務が生

じる「予定」の者の氏名・住所を記載していれば、

判定の変更が生じた時点で当初届出書を訂正

する義務は生じず、当初届出書の効力発生に対

する影響はないということでよいか。 

ご指摘のような判定の変更により、上場後に

大量保有報告義務が生じる「予定」の者が増え

た場合には、「重要な事項の変更」（金商法７条

１項前段）に該当すると考えられることを踏まえ

ると、当該判定の変更が生じた際に、当初に提

出された有価証券届出書の該当事項を訂正す

る義務が生じると考えられます。 

もっとも、このような訂正は、当該判定の変更

の起因となった募集・売出株式数の変更に係る

訂正届出書において、募集・売出株式数の変更

とあわせて行うことで足りると考えられます。こ

の場合において、例えば、当該判定の変更の起

因となった株式数の変更が、仮条件の範囲外の

一定の範囲で売出株式数を変更するものである

ときには、上場後に大量保有報告義務が生じる

「予定」の者を追記するための訂正は、当該売

出株式数の変更と一体の訂正として、開示ガイ

ドライン８－４ロ②により、当該訂正届出書の提

出日又はその翌日にその届出の効力を生じさせ

ることができると考えられます。 

7 本改正では、「大株主等（所有株式数の多い

順に10番目以内となる株主又は・・・大量保有報

告書を提出すべき者をいう。・・・）を除く」と規定さ

れているが、「所有株式数の多い順」を判定する

時点はどこか。開示ガイドライン５－37では、

「・・・「特別利害関係者等」であるか否かは、株式

等の移動時において判定するものとする。」と規

定されていることを踏まえると、株式等の移動時

点で判定されることになり、その結果、株式等の

移動時点で所有株式数の多い順に10番目以内

となる株主、又は（有価証券届出書の提出日時

有価証券届出書においては、基本的に届出

書提出日時点の情報を開示することが必要で

す。そのため、「大株主等」に該当するかどうか

は、株式等の移動時点ではなく、届出書提出日

時点で判断していただければ足りると考えられ

ます。 
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点で）大量保有報告書の提出義務が生じる予定

の者を除いた個人株主について、本改正の対象

になるということでよいか。 

8 本改正のうち、開示府令第二号の四様式記載

上の注意（24）ｃで新たに規定された「大株主等」

は、同記載上の注意（25）「第三者割当等の概

況」や、（26）「株主の状況」に係る改正でも同様

に規定されている。この点、（25）及び（26）にお

ける「大株主等」について、「所有株式数の多い

順」を判定する時点は、（25）が第三者割当等に

よる株式等の発行の時点、（26）は届出書提出日

時点ということでよいか。 

開示府令第二号の四様式記載上の注意（25）

及び（26）に規定する「大株主等」に該当するか

どうかは、いずれも有価証券届出書の提出日時

点で判断していただければ足りると考えられま

す。 

9 有価証券届出書の様式について、法人番号

の記載を行わせるようにすべきと考える。 

貴重なご意見として承ります。 

 


